
（桜川市行政評価システム）
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スポーツ振興課

分野別主要事業

区　　分 33135006

6

事務事業№

課内№

未来プロジェクト事業

所属部

所属課

事務事業の概要（事務事業の内容、担当者が行う業務の内容、手順、事業費の内訳等。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

単位

人

人

主催事業参加者数

・各団体（２７団体）への補助金助成
・「ふれあいウォーク桜川（福島県滝川渓谷ハイキングコース）」実施
・全国大会等出場者への支援
・さくらマラソン大会協力　等

①手段（21年度　実際に行った主な活動） ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

体育協会加盟団体会員、市民

人

人

単位

体育協会加盟団体数

⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

体育協会加盟団体活動や主催事業に参加しスポーツを行った人。

 体育協会は、スポーツの振興及び技術の向上並びに生涯スポーツの推進を図るとともに、スポーツを通じ競技団体等相互の親睦を深め、市民の健康増進に寄与
することを目的とし活動する団体である。
 市民が体育協会加盟団体でスポーツ活動を行ったり、主催事業に参加する事により、健康で明るい豊かな生活を送るために、市民のスポーツ活動の核となる体育
協会の育成・強化を図るものである。
（平成２２年１月１日現在会員数；２７団体４，４６９名）
（職員の業務）　・県体育協会及び市への補助金申請、実績報告　・会議資料作成　・関係者への会議案内等文書送付　・体育協会主催事業募集及び参加者取りま
とめ　・県体育協会との連絡調整等
（事業費の内容）　・補助金

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

単位

（１）　事務事業の目的　

細谷　重男

所属係

担当者名

年度～

団体

加盟団体活動参加者数

年度）

常住人口（１０／１）

⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標） 単位
体育協会加盟団体会員数

期間限定の場合、総投入量を（３）投入量の右側に記入

事務事業名

政策体系上の位置付け

会計

教育委員会

スポーツ振興係

五十嵐　貴裕

単年度のみ

事務事業主管課

政
策
体
系

事務事業評価表事務事業評価表事務事業評価表事務事業評価表（（（（平成平成平成平成21212121年度年度年度年度のののの実績評価実績評価実績評価実績評価）））） 14422平成
平成平成平成平成22222222年度年度年度年度

記入年月日

行政評価施策名

　　補助事業

19

合併建設計画事業

スポーツ活動の振興 市長マニフェスト事業

基本事業名

課長名

事業期間

一般会計

3

3

1

豊かな心と生きがいを育む教育・文化環境づくり

生涯スポーツ社会の実現

財務会計上の位置付け

スポーツ振興法、桜川市補助金等交付規則

16

スポーツの活動の振興

政策名

施策名

保健体育総務事業

法令根拠

年度～　）単年度繰返し

　　単独事業

款 項 目 事業
予算科目

1

【Do】　１．事務事業の現状把握

体育協会助成事業

110

35

　　新規事業 　　継続事業
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区分

⑥対象指標

⑤活動指標

単位

期間限定
総投入量

26 27

21年度 22年度 23年度

27
（目標）

27
（計画）（実績）

180

5,011

70.00

4,469 4,800
120

％

4,974
177

18年度

人⑦成果指標
4,900

4,9004,800

（４）　この事務事業を開始したきっかけは、いつ頃どんな経緯で開始されたのか？　開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

（実績） （実績）

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

27

4,803

人 4,859

（実績）
団体 26

人 4,859

4,974 4,803 4,469
人 47,058

64.60

141

（２）　指標値の推移

単位

スポーツを通じて健康で明るい豊かな生活を送る。

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

19年度 20年度

スポーツを通じて健康で明るい豊かな生活を送れていると実感できた人の割合

180

46,575

千円

千円

千円 5,424
千円
時間

正規職員従事人数 人 1

トータルコスト(A)＋(B)

千円 4,000

延べ業務時間
人件費計  (B) 1,431

一般財源

（５）　この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

5,0115,011

66.70 70.00

3,600

47,997 47,590

県支出金

3,600 3,600

20年度 21年度

⑧上位成果指標
59.10

その他

千円

地方債 千円

19年度

0
1 1 1 1 1

3,6004,000 3,600

（３）　投入量（事業費）の推移

1,424

人
件
費

事業費計  （A） 千円 4,000
4,000

22年度

480 480

18年度

5,011

23年度

480480 480

3,600

1,4111,411

3,600
3,600

5,431
1,411

480
1,411

％

・平成１７年１２月に発足。旧３町村が合併して桜川市になったことに伴い、旧町村にそれぞれあった体育協会が桜川市体育協会として一本化した。

・少子高齢化や余暇時間の楽しみ方が多様化し、会員が減少傾向にある。
・競技型志向から健康志向に変更している。（国・県において総合型地域スポーツクラブ活動の提唱）

・スポーツ施設の充実を図ってほしい。
・活動している内容や施設の利用等について、分かり易くPRや広報活動をしてほしい。
・人材発掘、指導者の養成。

－1枚目－



（桜川市行政評価システム）

 体育協会本部の事業（研修会・事業等）及び各競技団体の活動（大会開催等）は、体育協会本部及び各競技団体の自主的な運営に
移行している。競技団体でできることは競技団体で行うなど、行政との役割分担がなされている。

　　　削減余地がある
　　　削減余地がない

⑥ 類似事業との統廃合・連携の可能性　（類似事業や統廃合の可能性がありますか？（市以外の取り組みも含む））

他に手段がある
他に手段がない

公
平
性

 体育協会加盟団体の大会開催時等の体育施設使用料が全額減免となっているが、一般の利用者との費用負担の公平性に欠けて
おり、受益者負担の公平性の観点からも、見直しを検討していかなければならない。

　　　削減余地がある
　　　削減余地がない

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削減余地　（やり方を工夫して延べ業務時間を削減できないか？成果を下げずにより正職員以外の職員や委託でできないか？）

⑨ 受益機会・費用負担の適正化余地　（事業の内容が一部の受益者に偏っていて不公平ではないか？受益者負担が公平・公正になっているか？）

③ 対象・意図の妥当性　（対象を限定・追加すべきか？意図を限定・拡充すべきか？）

 対象は、会員であり妥当である。
 スポーツの振興及び技術の向上並びに生涯スポーツの推進を図るとともに、スポーツを通じ競技団体等相互の親睦を深め、市民の
健康増進に寄与するという目的に合致するので、意図は妥当である。

　　　見直し余地がある
　　　適切である

　　　影響無
　　　影響有

具体的な手段、事務事業名

・活動の場が減少することにより、運動やスポーツに親しむ機会が失われる。
・研修会や講習会の機会が失われることにより、人材育成や指導者養成が妨げられる。
・各個人の費用負担が増えることにより、活動の停滞につながる。             ・会員間の連帯意識が薄れる。

スポーツ少年団との連携

有
効
性

④ 成果の向上余地　（成果を向上させる余地はあるか？成果の現状水準とあるべき水準との差異はないか？何が原因で成果向上が期待できないのか？）

 成果指標の現状値は把握できていないが、研修会の開催、各競技団体における大会の開催、市民をも対象とした「ふれあいウォー
ク桜川」の開催等成果は上がってきている（充実した活動が図られつつある。）が、活動の更なる活性化を図っていく必要がある。

　　　向上余地がある
　　　向上余地がない

⑤ 廃止・休止の成果への影響　（事務事業を廃止・休止した場合の影響の有無とその内容は？）

　　　見直し余地がある
　　　公正・公平である

効
率
性

⑦ 事業費の削減余地　（成果を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の適正化、住民の協力など））

 現在の厳しい社会情勢の折、会員が減少傾向にあり、活動費の確保にも一人一人の経済的な負担が大きくなり、活動の停滞を招き
かねない。

 公的な組織として、他にスポーツ少年団があり、これらが連携することにより、成果の更なる向上が期待で
きる。（合同による指導者養成研修会の開催、各競技団体による世代間の交流等）

 スポーツの振興と技術の向上並びに生涯スポーツの推進を図るとともに、スポーツを通じ競技団体等相互の親睦を深め、市民の健
康増進に寄与することを目的とする活動（意図）は、会員がスポーツを通じて健康で明るい豊かな生活を送るという結果に結びついて
いる。

　　　見直し余地がある
　　　結びついている

② 公共関与の妥当性　（なぜこの事業を市が行わなければならないのか？税金を投入して、達成する目的か？）

 会員がその活動により、上記の意図、結果を生んでいく契機となっている。市民誰もが、運動やスポーツに親しめる環境を作っていか
なければならない。

スポーツ振興課

　　　統廃合ができる
　　　連携ができる

事務事業名 体育協会助成事業 事務事業№ 33135006 所属課

　　　見直し余地がある
　　　妥当である

【See】　２．評価の部　　＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

評　　価　　項　　目

目
的
妥
当
性

①政策体系との整合性　（この事務事業の目的は市の政策体系に結びつくか？意図することが結果に結びついているか？）

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり
② 有効性 適切 見直し余地あり
③ 効率性 適切 見直し余地あり
④ 公平性 適切 見直し余地あり

（複数回答可）
終了 継続 改革改善を行う 目的の再設定 効率性の改善

有効性の改善 公平性の改善
廃止 休止 現状維持 統廃合ができる 連携ができる

課長確認後の評価

コスト
削減 維持 増加

（廃止・休止の場合は記入不要）

確認欄

（４）　2次評価における指摘事項

（１）　課長評価

D：２次評価へ提出
C：終了、廃止、休止

（３）　2次評価における改革改善案

A：継続（現状維持）
B

（４）　改革・改善による期待成果

【Plan】　３．評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）

(３)　今後の事業の方向性

○

･成果指標の現状値は把握できていないが、研修会の開催、各競技団体における大会の開催、市
民をも対象とした「ふれあいウォーク桜川」の開催等成果は上がってきている（充実した活動が図ら
れつつある。）が、活動の更なる活性化を図っていく必要がある。
･体育協会加盟団体の大会開催時等の体育施設使用料が全額減免となっているが、一般の利用
者との費用負担の公平性に欠けており、受益者負担の公平性の観点からも、見直しを検討してい
かなければならない。

（１）　１次評価者としての評価結果 （２）　全体総括（振り返り、反省点）

（２）　部長確認及び評価　（課長評価により、C、D判定及び確認が必要な場合）

・役員や会員とともに、課題解決や活動の活性化に向けた方策を考える。
・体育施設使用料の減免や照明料の見直し（受益者負担）について、各加盟団体の理解を得ていく。
・秘書広報課と連携して、広報誌に各加盟団体を紹介するコーナを設け、活動をＰＲして参加者の増員を図る。

【Check】　４．確認及び改革改善に向けての指摘事項

×

B：継続（改革改善を行う）

×

未

（５）　改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

成
果

向
上･役員や会員との話し合いの場を密に持ち連携することにより、体育協会活動の更なる活性化を図る。

・受益者負担の公平性の観点から、大会開催時の体育施設使用料の全額減免や照明料の見直しについて、各加盟団体の理解
を求める。

低
下

（３）-１　改革改善策

×
維
持

－2枚目－


